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◎　一般会計 （単位：千円）

20,011,508１ 一般会計

平成23年度　小城市一般会計補正予算総括表

会 計 区 分 補正前の額 補 正 額 合 計 備 考

19,863,827 147,681

－ 1 －



議案第43号　小城市一般会計補正予算（第２号）

（単位：千円、％）

※　構成比は、端数処理の関係上、一致しない場合があります。

合 計 19,863,827 20,011,508147,681 147,681

市 債 3,716,600 3,716,600

100.020,011,508合　　　　　計 19,863,827100.0

18.6

1.3諸 収 入 238,910 12,947 251,857

0.5繰 越 金 100,000 100,000

9.5繰 入 金 1,854,077 48,281 1,902,358

寄 附 金 23,923 300 24,223 0.1

30,000 0.1

財 産 収 入 133,759 133,759 0.7

1 0.0

県 支 出 金 1,133,482 △ 7,858 1,125,624 5.6 予 備 費 30,000

2,969,897 14.8

国 庫 支 出 金 1,774,974 58,011 1,832,985 9.2 諸 支 出 金 1

345,960 1.7

使用料及び手数料 184,708 184,708 0.9 公 債 費 2,969,897

2,155,100 10.8

分担金及び負担金 238,841 36,000 274,841 1.4 災 害 復 旧費 345,960

708,621 3.5

交通安全対策特別交付金 9,700 9,700 0.0 教 育 費 2,137,904 17,196

1,214,526 6.1

地 方 交 付 税 6,100,000 6,100,000 30.5 消 防 費 708,621

414,685 2.1

地 方 特 例 交 付 金 70,000 70,000 0.3 土 木 費 1,214,526

1,602,160 8.0

自動車取得税交付金 27,796 27,796 0.1 商 工 費 407,132 7,553

10,231 0.1

地方消費税交付金 354,817 354,817 1.8 農林水産業費 1,483,785 118,375

2,173,136 10.9

株式等譲渡所得割交付金 1,996 1,996 0.0 労 働 費 10,231

4,938,914 24.7

配 当 割 交 付 金 5,317 5,317 0.0 衛 生 費 2,172,121 1,015

3,186,956 15.9

利 子 割 交 付 金 16,244 16,244 0.1 民 生 費 4,935,372 3,542

261,321 1.3

地 方 譲 与 税 147,262 147,262 0.7 総 務 費 3,186,956

合 計 構成比

市 税 3,731,421 3,731,421 18.6 議 会 費 261,321

歳 入 歳 出

款 別 補 正 前 補 正 額 合 計 構成比 款 別 補 正 前 補 正 額

　歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ147,681千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出
それぞれ20,011,508千円とするものです。
　歳入は、各種事務事業に伴う分担金及び負担金、国・県支出金並びに諸収入の増、東日本大震災
被災地支援のための寄附金のほか、財源調整のため基金繰入金の増によるものです。
　歳出の主なものは、「農地・水・環境保全向上対策」共同活動支援事業、戦略作物生産拡大関連
基盤緊急整備事業、重要森林公的管理支援事業、漁業経営構造改善事業、東日本大震災への義援金
付きプレミアム商品券発行事業への補助金、東日本大震災の被災者が本市に避難されてきた場合の
雇用対策事業などです。

平成23年度　第２号補正後予算総額　　20,011,508千円　

－ 2 －
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3

3 1 1 2 5 0 1

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

※（財）地域社会振興財団の「H23年度長寿社会づくりソフト事業費交付金」が、不採択となったため
①財源を「その他」から「一般財源」へ変更
②日々雇用職員の賃金等に関わる予算を減額

事務事業名 総合福祉計画策定事業 政策名 総
合
計
画
体
系

健康・福祉日本一を目指すま
ち

担当部課 福祉部　福祉課 施策名 地域福祉の充実

予算科目
会計 款 項 目 事業

総合福祉計画策定事業 基本事業名 地域福祉計画の策定
一般

法令根拠 社会福祉法、老人福祉法、障害者基本法、障害者自立支援法

事業期間

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
平成２３年度が、平成１９年度策定の地域福祉計画、平成２１年度策定の高齢者福祉計画、同じく障害者計画及び第２期障
害福祉計画の見直しの年に当たることから、これらの計画を効率よく策定するため本事業により一本化する。

　
【内容】
地域福祉計画、高齢者福祉計画、障害者計画及び第２期障害福祉計画の見直しを行う。
従来、地域福祉係、高齢福祉係、障がい福祉係で個別に予算計上し策定していたものを、各計画で重複する策定委員の
負担軽減と担当係の事務効率化を図るために予算の一本化を行ったものであり、３係を代表し地域福祉係で予算計上し執
行を行う。事業名についても、総合福祉計画と言う名称は法的根拠に基づくものではなく、これら計画の総称として便宜的
に命名したものである。
　

事業費の推移
　　（単位：千円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
　　　　　　　　　　（単位：千円）(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

都道府県支出金 都道府県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 1,622 一般財源

事　業　費 0 0 1,622 0 0 0 事業費計

補正事業費内訳
（単位：千円）

共済費 賃金 合　　計

△ 193 △ 1,265 △ 1,458

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金
都道府県
支出金

地方債 その他 一般財源 合　　計

△ 3,077 1,619 △ 1,458

新規事業 既存事業
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1

6 2 2 9 7 3 8

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

事務事業名 重要森林公有化等支援事業 政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い元
気産業のまち

担当部課 産業部　農林水産課 施策名 農林業の振興

予算科目
会計 款 項 目 事業

重要森林公的管理支援事業 基本事業名 計画的な森林整備の促進
一般

法令根拠 佐賀県重要森林公有化支援事業補助金交付要綱

事業期間

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
水源のかん養や土砂の流出防止など森林の有する公益的機能の発揮が期待される重要な森林のうち、荒廃した森林又は
恐れのある森林について、市による公有化及び公的管理を進め、適切な森林管理を図ることにより、地域住民の安全で安
心した暮らしを守るなど、森林の公益的機能の維持増進を図る。

【内容】
市と森林所有者の間で協定を締結し、市の主導で私有林の間伐を行う。
事業実施場所は小城町馬場地区を予定している。
馬場地区を選定した理由として、採択条件である公共施設（岩松小学校）や民家の上部に位置し、過去10年間除間伐等が
行われていない山林であり、県道沿いにあるため展示効果が高いと考えられることから候補に上げている。又、馬場地区か
ら昨今の大雨で水が流出していることから整備をして欲しいとの要望が市の方に上がっている。

協定を締結する予定の森林所有者は２７名であり、事業対象面積は５haを予定している。

事業費の推移
　　（単位：千円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
　　　　　　　　　　（単位：千円）(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

都道府県支出金 2,286 都道府県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 一般財源

事　業　費 0 0 2,286 0 0 0 事業費計

補正事業費内訳
（単位：千円）

委託料 合　　計

2,286 2,286

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金
都道府県
支出金

地方債 その他 一般財源 合　　計

2,286 2,286

新規事業 既存事業
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

【補正内容】　

事務事業名

産業部　農林水産課

漁業経営構造改善事業

政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い元
気産業のまち

漁業経営構造改善事業

基本事業名 漁業生産基盤の充実
一般

法令根拠 （案）小城市漁業経営構造改善事業費補助金交付要綱

施策名 水産業の振興

予算科目

担当部課

事業期間

会計

事務事業の概要（目的、内容等）

款 項 目 事業

カキ殻糸状体培養場補助
【目的・内容】
　佐賀県有明海漁業協同組合が白石町に整備するカキ殻糸状体培養場に対する補助を行う。
　佐賀県有明海漁業協同組合の各支所等がある小城市、神埼市、佐賀市、白石町、鹿島市、太良町がそれぞれのカキ殻
糸状体出荷枚数に応じて補助を行う。

ノリ養殖の指導船の建造に対する補助（当初予算では沿岸漁業振興特別対策事業で計上→２号補正で漁業経営
構造改善事業に組み替え）
【目的・内容】
　佐賀県有明海漁業協同組合芦刈支所と福富支所が共同で使用するノリ養殖の指導船の建造に対する補助を行う。
　指導船による養殖指導により、病害発生時の迅速な対応が可能となり、ノリの品質の向上を図る。

（補正前）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（補正後）
沿岸漁業振興特別対策事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　漁業経営構造改善事業
　　事業費：12,000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業費：12,000千円
　　補助対象経費：6,000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 国50％：6,000千円
　　県：2,000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   　　　　 県15％：1,800千円
　　市町：2,000千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 漁協30％：3,600千円
　　小城市負担：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 市町5％：600千円
　　　2,000千円×67.8％（ノリの柵数割合）＝1,356千円　　　　　小城市の負担：
　　県支出金を含め当初予算額全額を減額補正　　　　　　　　　　　　　　600千円×67.8％（ノリの柵数割合）≒408千円
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国・県支出金を含め増額補正

事業費の推移
　　（単位：千円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
　　　　　　　　　　（単位：千円）(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

都道府県支出金 5,288 都道府県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 2,238 一般財源

事　業　費 0 0 7,526 0 0 0 事業費計

補正事業費内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

合　　計

5,696 5,696

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金
都道府県
支出金

地方債 その他 一般財源 合　　計

5,288 408 5,696

　県単独事業である沿岸漁業振興特別対策事業で事業実施を行う予定をしていた佐賀県有明海漁業協同組合芦刈支所と福富町支
所が共同で使用するノリ養殖の指導船の建造に対する事業が、今回、国庫事業である本事業に採択されたため、事業を組み替える。
(歳入）
・沿岸漁業振興特別対策事業の県支出金1,356千円を減額補正。
・漁業経営構造改善事業の国・県支出金【国50%（6,000千円）＋県15%（1,800千円）】×67.8%=5,288千円を増額補正。
（歳出）
・沿岸漁業振興特別対策事業の歳出全額2,712千円を減額補正。
・漁業経営構造改善事業の事業費は、国・県支出金（5,288千円）＋一般財源（408千円）＝5,696千円を増額補正。

新規事業 既存事業

－5－



5

1

6 1 1 1 9 7 2 1

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

　

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金
都道府県
支出金

地方債 その他 一般財源

58,011

事務事業名 戦略作物生産拡大関連基盤緊急整備事業 政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い元
気産業のまち

担当部課 産業部　農村整備課 施策名 農林業の振興

予算科目
会計 款 項 目 事業 戦略作物生産拡大関連基盤

緊急整備事業
基本事業名 農業生産基盤の充実

一般

法令根拠 戦略作物生産拡大関連基盤緊急整備事業実施要綱

事業期間

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　
戸別所得補償制度の推進や畑作農家の所得向上のため、麦・大豆といった戦略作物等の生産拡大の支障となっている排
水不良農地に対応するため、暗渠排水整備を実施。

国50％(55％)、市20％(15%)、受益者30％　※( )は特農指定地区

【内容】
　
平成23年度において市内農地の暗渠排水を100ha整備する。

事業費の推移
　　（単位：千円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
　　　　　　　　　　（単位：千円）(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金 58,011

一般財源

財
源
内
訳

国庫支出金

都道府県支出金 都道府県支出金

地方債 地方債

その他 36,000

0 0 126,642 0 0

32,631 一般財源

事業費計

その他

使用料及び賃
借料

合　　計

50 126,642

事　業　費

36,000 126,64232,631

0

工事請負費役務費 委託料

新規事業 既存事業

合　　計

96 376 120 126,000

補正事業費内訳
（単位：千円）

需用費

－6－



5

1
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 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

事務事業名

産業部　農村整備課

「農地・水・環境保全向上対
策」共同活動支援事業

政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い元
気産業のまち

農地・水保全管理支払交付金事業

基本事業名 農業生産基盤の充実
一般

法令根拠 経営所得安定対策等実施要綱

施策名 農林業の振興

予算科目

担当部課

事業期間
平成 23 平成 27

会計

事務事業の概要（目的、内容等）

款 項 目 事業

【目的】
平成23年度から平成27年度までの5年間、現在「農地･水・環境保全向上対策事業」に取組んでおり、集落が管理を行う
「水路」に加え、「農道」、「ため池」等の施設を継続的に整備を行うことで地域活動の中で施設管理が行われ、そのために
必要性がある活動組織に対して、「向上活動支援交付金」として支援する。
　

【内容】
・農地・農業用施設の長寿命化における対策として、対象施設の更新、整備等のハード事業が交付金対象となる。
・具体的には本事業において、　「水路整備」は必須項目であり、コンクリート水路への更新（木柵等も可能）また、老朽化部
分の整備。　「農道」のアスファルト舗装への更新、路肩・法面の整備。　「ため池」のゲート・バルブ等の更新、漏水箇所の
整備。
・国の交付金は活動組織へ直接交付される。市は、佐賀県農地・水・環境保全向上対策協議会へ補助金として交付し、県
交付金と合わせて活動組織へ交付される。（補助率　国50％，県25％，市25％）
・「向上活動支援交付金」の単価　田：4,400円/10ａ　畑：2,000円/10ａ
・現在49組織から要望されているが、採択される活動組織については選択中。

事業費の推移
　　（単位：千円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
　　　　　　　　　　（単位：千円）(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

都道府県支出金 都道府県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 8,000 8,000 8,000 8,000 一般財源 40,000

事　業　費 0 0 8,000 8,000 8,000 8,000 事業費計 40,000

補正事業費内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

合　　計

8,000 8,000

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金
都道府県
支出金

地方債 その他 一般財源 合　　計

新規事業 既存事業

8,000 8,000

－7－



5

3

7 1 2 9 7 3

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

事務事業名
「佐賀きずなプロジェクト」義援金付きプレミアム商品券
発行事業

政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い元
気産業のまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名
商工業の振興と新産業の育
成

予算科目
会計 款 項 目 事業

商工振興対策費 基本事業名 既存企業の体質強化
一般

法令根拠 小城市商工振興対策事業補助金交付要綱

事業期間

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　
東日本大震災後の自粛ムードを払拭し、市内及び県内の地域商店等での消費を拡大することで、地域経済の活性化を図
るために県と一体となって義援金付きプレミアム商品券の発行を行う。

【内容】
　
　プレミアム(10％)付の商品券の発行を行う、商品券は11,000円額面のブックレットとし、消費者は10,000円で購入する。そ
の際に消費者は100円を義援金として拠出する。
　また、商店等が換金する際に１％を義援金として負担する。
　県はプレミアム部分の1/2と商品券事業に係る事務費を10/10以内で補助する。
　市はプレミアム部分の1/2を補助する。

　　事業主体：小城商工会議所及び牛津芦刈商工会
　　プレミアム分　　1,000円×10,000部×1/2　　5,000,000円

事業費の推移
　　（単位：千円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
　　　　　　　　　　（単位：千円）(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

都道府県支出金 都道府県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 5,000 一般財源

事　業　費 0 0 5,000 0 0 0 事業費計

補正事業費内訳
（単位：千円）

負担金、補助
及び交付金

合　　計

5,000 5,000

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金
都道府県
支出金

地方債 その他 一般財源 合　　計

5,000 5,000

新規事業 既存事業

－8－



5

4

7 1 4 1 0 2 1

 単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度

（ 開始年度 年度 ～ ） （ 年度 ～ 年度 ）

事務事業名 公園樹木台帳整備事業 政策名 総
合
計
画
体
系

交流と連携による質の高い元
気産業のまち

担当部課 産業部　商工観光課 施策名 観光の振興

予算科目
会計 款 項 目 事業

観光施設維持管理費 基本事業名 既存観光・交流資源の充実
一般

法令根拠 佐賀県緊急雇用創出基金事業費補助金交付要綱

事業期間

事務事業の概要（目的、内容等）

【目的】
　
公園の樹木調査と台帳を作成することで、樹木の種類、本数等を正確に把握し樹木の育成管理を行い易くする。また、観
光客等の問い合わせに迅速に対応できるようにする。

【内容】
　
本事業は東日本大震災の被災者で、本市に避難してきた方の雇用対策事業として行うもので、広く一般に募集を
行うものではない。
雇用する場合は、日々雇用職員を2人雇い入れ、公園等樹木台帳を整備する。

　雇用期間：平成24年3月末まで
　賃金：6,200円×20日×2人×9月＝2,232,000円
　共済費：2,232,000円×143.79/1000＝320,939円

事業費の推移
　　（単位：千円）

21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（
期
間
限
定
事
業

）

全
体
計
画

総　事　業　費
　　　　　　　　　　（単位：千円）(実績) (実績) （計画) （計画・目標) （計画・目標) （計画・目標)

財
源
内
訳

国庫支出金

財
源
内
訳

国庫支出金

都道府県支出金 2,553 都道府県支出金

地方債 地方債

その他 その他

一般財源 一般財源

事　業　費 0 0 2,553 0 0 0 事業費計

補正事業費内訳
（単位：千円）

共済費 賃金 合　　計

321 2,232 2,553

補正事業費
の財源内訳
（単位：千円）

国庫支出金
都道府県
支出金

地方債 その他 一般財源 合　　計

2,553 2,553

新規事業 既存事業

－9－
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